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猛暑・酷暑に関する企業の動向アンケート 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります 。著作 権法 の範 囲内 でご 利用い ただ き、

私 的 利 用 を 超 え た 複 製 お よ び 転 載 を 固 く 禁 じ ま

す。  

猛暑・酷暑に関する企業の動向アンケート 

2025 年 3 月の発表は  

2025 年 2 月 28 日（金）午前 9 時  
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猛暑日や酷暑日などの顕著な高温を記録した日に『支障が出た』企業の割合は 50.0％となった。業

界別にみると、屋外での作業が多い『建設』や『農・林・水産』が全体を大きく上回った。また、企業の

87.8％は最近 1～2 年以内に猛暑や酷暑への対策を強化・拡充している。対策のトップは「水分・塩

分補給品の支給」が 61.2％。大企業では「熱中症予防・重篤化防止の学習と周知」が特に行われ、中

小企業では、「休憩時間の追加・延長」や「臨時休暇の設定」など制度面での対策が進む。 

 

 

株式会社帝国データバンクは、全国 1,194 社を対象に、猛暑・酷暑の支障についてアンケート調査を実施した。  

※調査期間：2026 年 7 月 10 日～7 月 14 日（インターネット調査）  

※有効回答企業：1,194 社   

  

SUMMARY 

2026/07/17  

企業の 87.8％が猛暑・酷暑対策を実施 

「水分・塩分補給品の支給」がトップ 

企業の 5 割が猛暑・酷暑で 
業務に支障 

新井 雄太、池田 直紀、石井 ヤニサ 

帝国データバンク 

東京支社情報統括部  

03-5919-9343（直通）  

情報統括部：keik i@mail.tdb.co.jp  
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猛暑・酷暑に関する企業の動向アンケート 

猛暑日・酷暑日で「支障が出た」企業は半数 

4 月 17 日に気象庁は、最高気温 40℃以上の日の名称を「酷暑日」に決定した。近年、40℃を超える

気温が毎年のように観測されている。今年も各地で梅雨明けを迎え、最高気温が３０℃を超えるなど、夏

が本格化してきた。 

そこで、最高気温が 35℃や 40℃を超える顕著な高温を記録した日に、業務や事業活動に支障が出た

ことはあるか尋ねたところ、「大きな支障が出た」企業は 6.5％、「やや支障が出た」企業は 43.5％で、合

計すると 50.0％の企業で業務上、『支障が出た』と回答した。『支障が出た』企業を業界別にみると、『建

設』が 73.6％（全体比＋23.6 ポイント）、『農・林・水産』が 66.7％（同＋16.7 ポイント）で突出して高

く、屋外での作業が多い業界が全体を大きく上回った。 

猛暑日・酷暑日に支障が出た割合  

『支障が出た』企業からは、「現場作業なので作業効率の低下が発生する。休憩時間を増やして短時間

で内容の濃い作業を心がけて業務に臨むよう指示している」（建設）や「高温のため整備工場内で社員が

熱中症になった」（自動車・同部品小売）といった、作業効率の低下や安全面への支障に対する声が聞かれ

た。また、「発注先の理解と協力がないと十分な熱中症対策はとれないのが現状。発注元に担当者から直

接お願いをして、少しでも働く従業員(警備員)が守られるように取り組んでいる」（メンテナンス・警備・検

査）など、取引先の協力が欠かせないとの声も寄せられた。このほか、「訪問介護サービスや入浴介助など

の業務で、暑さ対策としてポータブルファンや塩飴など熱中症対策に力を入れている」（医療・福祉・保健

衛生）のように医療・福祉分野でも目立った。 

一方で、「支障は出ていない」企業は 44.2％、「支障はなく、好影響を受けた」企業は 1.5％だった。

「好影響を受けた」企業からは、「避暑地での事業のため、暑い夏は歓迎」（娯楽サービス）や「暑熱対策商

品を販売しているため、夏場の需要が増えて昨年より売り上げに貢献している」（繊維・繊維製品・服飾品

卸売）など、暑さが業績に貢献する業態では歓迎する声が聞かれた。「支障は出ていない」企業からは、「今

後は通勤者の移動時間帯の安全を会社としてどう確保していくか考えなければならないという危機感はあ

る」（情報サービス）や「外に出る場合は時間を調整するようにしている」（専門サービス）など、支障は出て

いないものの、何らかの対策をしている様子がうかがえた。 

注1：母数は、有効回答企業1,194社

注2：小数点以下第2位を四捨五入しているため、内訳とは必ずしも一致しない
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主な業界別

建設 73.6％

農・林・水産 66.7％

運輸・倉庫 54.7％

製造 50.4％

小売 50.0％

不動産 47.5％

卸売 43.6％

サービス 40.8％
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猛暑・酷暑に関する企業の動向アンケート 

企業の 87.8％が猛暑・酷暑対策を実施、 

トップは「水分・塩分補給品の支給」 

最近 1～2 年以内に猛暑や酷暑への対策として始めたことや強化・拡充したことがあるか尋ねたところ、

企業の 87.8％が対策を実施・検討していた。 

対策を行っている企業に具体的な対策を聞いたところ、「水分・塩分補給品の支給」が 61.2％でトップ

となった（複数回答、以下同）。次いで「空調設備や遮熱シート、扇風機の使用・増設」（47.8％）が 5 割に

迫り、暑さ対策グッズの支給や備品・設備の導入を進める企業が多くみられた。 

規模別にみると、大企業では「熱中症予防・重篤化防止の学習と周知」が 61.2％で、企業全体

（41.4％）を大きく上回った。また、中小企業では「休憩時間の追加・延長」「臨時休暇の設定」「営業（就

業）時間の短縮」といった規則・規定での対策が多く、これまで大企業で整備されてきた制度が中小企業

にも浸透してきた様子がうかがえる。 

その他の対策として、企業からは「昨年から全ドライバーに、深部体温が測れる熱中症対策機器を支給

している」（運輸・倉庫）や「飲料水（水、お茶、スポーツドリンク）のうち、3 本を全従業員に毎日無償で支

給している」（建材・家具、窯業・土石製品製造）といった声が聞かれた。  

企業の猛暑・酷暑対策  

 

まとめ 

本アンケートの結果、猛暑日・酷暑日によって『支障が出た』企業は 50.0％で半数となった。特に屋外

での作業が多い『建設』や『農・林・水産』が全体を大きく上回る結果となった。また、何らかの高温対策を

実施・検討している企業は 87.8％となり、塩分タブレットや遮熱シートなど暑さ対策グッズの支給や設備

の拡充が主な施策となっている。 

労働安全衛生規則改正で、事業者に対して熱中症対策が義務付けられてから 1 年が経過した。夏の

気温が平年より高くなる年が続き、対策をしなければ作業効率が低下するだけでなく、従業員の生命に

危機が及びかねない。しかし、企業からは「何の補助もなく管理費だけが増加する」（建設）という声が聞

かれるように高温対策への費用も増加しており、公的な支援は欠かせない。猛暑日・酷暑日の対策は取

引先の協力も得ながら、柔軟な働き方ができるよう整備する必要があるだろう。 

猛暑・酷暑対策の実施状況  猛暑・酷暑対策内容（複数回答）  

対策を行っている

87.8%

対策を行っていない

12.2%

注：母数は、有効回答企業1,191社

61.2%

47.8%

42.6%

41.4%

39.1%

36.1%

23.0%

20.2%

13.5%

5.7%

5.3%

3.9%

3.3%

1.8%

水分・塩分補給品の支給

空調設備や遮熱シート、扇風機の使用・増設

従業員の健康状態の確認

熱中症予防・重篤化防止の学習と周知

ファン付きウェアやサングラスの活用

クールビズの導入・推奨

休憩時間の追加・延長

空調設定の見直し

搬送先など緊急連絡先の周知

時差出勤やフレックスタイム制の導入・推奨

リモートワークの導入・推奨

営業（就業）時間の短縮

臨時休暇の設定

その他

注：母数は、「対策を行っている」企業1,046社
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猛暑・酷暑に関する企業の動向アンケート 

〈参考〉企業からの声  

企業からの声 業種 51 分類 

気象条件以外に、高温多湿の作業環境に配慮をしている 旅館・ホテル 

不要不急の外出を控えるよう促す宣伝やニュースは気になる。来客数への影響が 

でないか心配 

その他のサービス 

（美容） 

外回り営業が移動時に酷暑にさらされるのを避けるために訪問件数を減らした 飲食料品・飼料製造 

商品が熱に弱い性質で、土～日曜の二日間、トラック荷台の高温環境に耐えられ  

ないため、月曜納品が禁止されている 
運輸・倉庫 

二重窓を追加で設置し、外部環境の影響の低下および空調の効率化を図っている 情報サービス  

安全衛生推進者がリーダーシップをとって、熱中症予防を呼びかけている 運輸・倉庫 

外出時のコーヒーブレイク制度（飲料代を会社負担とする）を設けている 情報サービス 

荷主に対して、手積み手降ろしではなく、パレットを使用したリフト積みリフト降ろし 

への変更をお願いしている 
運輸・倉庫 

外出者には必ず水分補給するようにお茶などを持たせるようにしている 電気機械製造 

年々、暑さがひどくなっており、今までの熱中症対策に追加で対策を講じているが、

それも限界があるため、今後の課題となっている 
出版・印刷 

作業を中断してもいいから、水分補給をきちんとするように指導している。３５℃ 

以上の日は 15 時の休憩にアイスを配り、塩飴も支給している  
鉄鋼・非鉄・鉱業 

暑さが危険レベルを超えることが多くなってきたため、とにかく作業時間の短縮を 

心がけており、気温のピーク時間を避けるようにしている 
運輸・倉庫 

調査先企業の属性  

 

 

 

 

 中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。  

業界  大企業  中小企業（小規模企業含む）  小規模企業  

製造業その他の業界  
「資本金 3 億円を超える」かつ  

「従業員数 300 人を超える」  

「資本金 3 億円以下」または  

「従業員数 300 人以下」  
「従業員数 20 人以下」  

卸売業  
「資本金 1 億円を超える」かつ  

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金１億円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

小売業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ  

「従業員数 50 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員数 50 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

サービス業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ  

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

 

1.有効回答企業：1,194 社  

2.企業規模区分  

注 1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位 3％の企業を大企業として区分  

注 2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位 50％の企業を中小企業として区分  

注 3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB 産業分類（1,359 業種）によるランキング  

（社）

大企業 148 農・林・水産 12 北海道 45

中小企業 1,046 金融 11 東北 87

うち小規模企業 430 建設 163 北関東 92

1,194 不動産 61 南関東 368

製造 270 北陸 47

卸売 243 東海 133

小売 110 近畿 177

運輸・倉庫 53 中国 85

サービス 265 四国 46

その他 6 九州 114

1,194 1,194

規
模

業
界

地
域

全体

全体 全体


